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オーストラリアにおける米産業の動向
佐々木　緑＊・堤　純＊＊・磯野　巧＊＊＊・永田　成文＊＊＊
＊広島修道大学人間環境学部，＊＊筑波大学生命環境系，＊＊＊三重大学教育学部
本稿は，これまであまり着目されてこなかったオーストラリアにおける米産業の動向を明らかにす
ることを目的とした。また，同国米産業を題材としたESDのあり方を検討した。オーストラリア国内
での米の経済的インパクトは小さいものの，米は同国の輸出用作物として栽培されてきた。灌漑地域
の形成とともに入植が開始されて商業的米生産が始まり，同国の米生産はほぼNSW州の灌漑地域で
行われていた。そこでは水利用制限の下，輪作の導入など環境に配慮しつつ高収量品種を導入するこ
とで合理的，かつ大規模にビジネスとしての稲作が展開していた。近年は干ばつによる水制限のため，
市場価格が伸びている作物への転換がみられるなど米農家数が大きく変動していることが明らかと
なった。オーストラリアにおける米産業の動向は水利用の視点からESDに活用でき，本研究の結果は
資料的価値が高いものといえる。
キーワード：米産業，灌漑農業，リベリナ地方，NSW州，オーストラリア，ESD
Ⅰ　はじめに
近年，大きく議論を巻き起こしてきた通称TPP
（環太平洋パートナーシップ）協定問題は2018 年
オーストラリアと日本を含め11か国で署名式が
行われた。日本がこれまで死守してきた米への関
税は基本的に現行を維持するものの，オーストラ
リアに対しては無関税の輸入枠を設けることに
なっている。おりしも，2018年から日本では減
反政策の撤廃という施策の大転換が行われてお
り，国際競争力のある米作りが推進されている。
日本とオーストラリアの貿易における米の取引量
や金額は他作物に比較すればわずかであるが，日
本にとって貿易におけるオーストラリアの重要度
は必ずしも低くはない。そもそも，米は他の穀物
に比較して生産に占める貿易割合が低い。日本の
商業用米の輸出量および金額は年々増加傾向で，
オーストラリア向けは全体の4％，香港，シンガ
ポール，台湾，アメリカ合衆国，イギリスに続く
第6位の地位にある（2017年）1）。オーストラリア
では外食産業で米需要が高まっており，日本から
の輸出は前年比33％増となっている。オースト
ラリアは近年，15万 t前後の米を輸入しており，
同国にとって日本は全体のわずか0.5％の輸入量
で第10位（2015年）の米の輸入相手国である（日
本貿易振興機構，2017）。日本から輸出される米
は短粒種であるが，オーストラリア国内では短粒
種米は価格が高く需要も限定的であるため，日本
食レストラン等の外食産業では主にカリフォルニ
ア産（カルローズ）や国産の中粒種が使用されて
いる。オーストラリア国内の流通で最も多いのは
廉価でニーズの高い長粒種である。
一方，日本は1993年にGATTウルグアイラウ
ンドに合意し，1995年からMA（ミニマムアクセ
ス）米を受け入れてきた。その当初から2017年
現在まで継続して1万 t（玄米ベース）以上2）の米
を日本に輸出しているのはアメリカ合衆国，タ
イ，オーストラリア，中国の4か国のみである。
ここ9年の日本でのMA米の受け入れ量は76.7t
で，2017年実績でみるとその内訳はアメリカ合
衆国47.6％，タイ34.4％，オーストラリア9.7％，
中国7.3％となっており，4か国で99％を占める3）。
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年度変化はあるものの1995年当初からアメリカ
合衆国とタイが多く，オーストラリアでは2007
～2009年にかけては大干ばつ時であったので実
績はなかったが，その年以外は継続して日本に米
を輸出してきた。オーストラリアは伝統的にパプ
アニューギニア，グアム，ニュージーランドなど
の太平洋諸島に米輸出を行ってきた。2014～15
年に発効されたEPAの影響で米需要の高い日本
を含む東アジア諸国への輸出は依然厳しい情勢と
なっているため，近年は米の輸入国に転じている
中国や中東市場に力を入れ，サウジアラビアでは
新しい小売り流通業者の開拓を行っている4）。
以上のように，オーストラリアと日本とは少な
からず米貿易において関係性がみられる。しか
し，これまでオーストラリアの稲作はあまり注目
されてこなかった。松島（1994）は，日本語文献
でも外国文献でも，オーストラリア稲作を中心に
論じる文献が極めて少ないことを指摘している。
一方で，同様に新大陸で米を主食としないアメリ
カ合衆国での稲作に関する論文は，特にカリフォ
ルニア州の稲作に限ってみても新しいものを含め
地理学でもいくつか日本語文献を探すことができ
る（内田，1978；中川，1983：川久保，2017）。
このようにオーストラリアの稲作に関する文献が
少ないのは，他作物と比較すると国内外市場にお
ける経済的インパクトが小さいこと，まだ栽培の
歴史が浅く栽培箇所も限られていることなどが考
えられる。しかし，カリフォルニアから導入した
品種によって，オーストラリアでの稲作が商業化
していったことや現在も両地域の稲作ではジャポ
ニカ系中粒種を中心とした生産を行い，輸出志向
であることなど共通点は多い。
TPPをめぐる協議の中で，日本に影響を与える
ことも考えられるオーストラリア稲作の現状を探
ることは，これまでの研究蓄積の少なさを考慮す
ると資料価値も高いと考えられる。そこで本研究
は，オーストラリアにおける米産業の近年の動
向を現地調査や文献資料によって明らかにする
ことを目的とする。また，高校の教科書や資料
集など取り上げられることがほぼ皆無である同
国米産業の実情を題材としたESD（Education for 
Sustainable Development）への活用方法を模索す
る。
Ⅱ　オーストラリアにおける米生産
１．米生産の位置づけ
世界の米生産の動向を概観すると，近年の米
生産総量はおよそ7億4千万 t前後であり，中
国，インド，インドネシアの上位3か国で世界
の60.3％（2016年）を生産している（籾ベース，
FAOSTAT）。むろん，米生産に適した風土や気
候であることや，米を主食とする国々で伝統的
に生産が行われていることから，アジアでの生
産が9割を占めている。一方，オーストラリア
の2016年の米生産量は世界のわずか0.04％であ
り，この半世紀で最も生産量が多かった2001年
でも0.27％に過ぎない。オーストラリアは小麦や
肉類など特定の農産物の国際競争力が高く農業国
のイメージが強いが，農業生産額の対GDP比率
は2.6％（2016年）程度である。オーストラリア
における2015/16年の米の農業粗生産額は，全体
（560億豪ドル）のわずか0.2％であり（Australian 
Bureau of Statistics: ABS），現状では国内農業に
おける米の地位は極めて低いといえる。
オーストラリアにおける米の生産量は，1961年
以降，増減を繰り返しながらも1990年代になる
と100万 tを超えた（図1）。しかし，2001年をピー
クに激減し，2010年代以降は徐々に回復をみせ
てはいるものの依然，その変動が激しい。オース
トラリアでは干ばつが頻繁に起こるため，これま
で主要輸出作物である小麦やさとうきびなど他作
物にも大きな影響が及んできた。特に2000年代
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は歴史的にも類をみない少雨が続き，近年も含め
て米の生産量は大きく落ち込んでいる。このよう
に，乾燥した大地の広がるオーストラリアで，生
産に多量の水を要する稲作が可能になったのは，
灌漑システムが普及したためである。また，オー
ストラリアの米生産の特徴として，極めて高い生
産性があげられる（図1）。ヘクタールあたりの
単収は年々上昇し，今や10tを超えており，これ
は日本の5.4t（2016年）のおよそ倍となる。自然
条件により水が規定されているため，必然的にこ
のような高い生産性が求められるのである。
オーストラリアは農産物輸出国として国際競
争力のある農業を推進しており，米もその農産
物の一つとなってきた（加賀爪，1988）。オース
トラリアの米の輸出量は世界11位で世界全体の
1.2％（2013年）にあたり，同じく新大陸のアメ
リカ合衆国（世界5位，8.6％）より低い地位に
ある（籾ベース，FAOSTAT）。第二次世界大戦以
降，米は商品作物として強い価格競争力を武器に
海外市場向けに生産されてきたが，アメリカ合衆
国とEUの農業保護政策によって低価格輸出を強
いられ，国内生産が伸び悩んできた結果ともいえ
る（松島，1994; 加賀爪，2006）。現地資料や調査，
文献において，オーストラリアの稲作には“rice 
growing industry”や“rice industry”という用語
が使用されており，稲作が生産，流通，加工，消
費の一連の「産業」として捉えられている。これ
はオーストラリアでは稲作地域と米関連産業が一
定地域に集積しており，かつ精米，販売，輸出を
限られた組織が一手に担っているためである。
２．米生産の歴史的経緯
オーストラリアで米がいつ導入，栽培されたの
かを特定することは難しい。国内外の文献の記載
が異なっているためであるが，19世紀中頃から
末であることは一致している。Sun Rice社5）の資
料によると，オーストラリアで起こった1850年
代のゴールドラッシュに起源があり，同国南部の
金鉱に中国人採掘者によって種もみが持ち込ま
れ，1860年代にはクイーンズランド（QLD）州
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図1　オーストラリアにおける米生産量，収量，消費量の推移（1961-2016）
生産量は籾ベース．2011年以降の米消費量のデータはなし．
 （FAOSTATより作成）
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北部で陸稲を栽培し，同地域の金鉱に米を供給す
る中国人労働者がいたという。
一方，高見（1986）は，19世紀末に同国北部
のノーザンテリトリー（NT）州パインクリーク
の中国人採掘者が自家用で栽培したのが最初で
あるとしている。また，同国で西洋人が初めて
栽培したのは，1869年という記録も残っている
（Lewis，1988）。QLD州ブリスベン南部のピンパ
マで陸稲を，サトウキビプランテーションで働く
ポリネシア系労働者の食用と牛馬の飼料用に栽培
したとされている。これらはいずれも労働者の食
用や飼料作物として自給的に栽培されたものであ
るが，公的に試験的な栽培が行われたのは，ビ
クトリア（VIC）州では陸稲が1881年，水稲が
1891年で，ニューサウスウェールズ（NSW）州
北部では陸稲が1891年である（高見，1986；松島，
1994；Sun Rice社資料6））。しかし，これらの栽
培はうまくいかず，加えて1901年に移民制限法7）
が制定されたことに伴い，米の需要はおろか，米
栽培の技術をもった移民の流出が進み，20世紀
初頭にはオーストラリアでは米の栽培はほとんど
消滅したと考えられている（松島，1994）。
20世紀に入り，オーストラリア稲作の定着に
寄与した人物として日系移民の高須賀譲がいる。
高須賀の米作りの詳細は，Sissonsの一連の研究
をまとめたStockwin and Tamura（2016）で確認
することができる。高須賀は移民制限法のさな
か，1906年にVIC州政府に300エーカー（120ha）
の土地の借り入れを申請し，200エーカー（80ha）
の土地占有権を認められ稲作を始めた。場所は，
VICとNSWとの州境にあるスワンヒルのマレー
川下流のティンティンダー（Tyntynder）地区で
あり，スノーウィーマウンテンズの雪解け水によ
る洪水に毎年のように見舞われる土地であった。
そのため，私財を費やし堤防工事8）を行いつつ，
氾濫や干ばつと闘い，技術・金銭面での支援に関
してVIC州に要請するなど，数々の困難を抱えな
がら稲作を行った。高須賀は1911年に米の収穫
に成功し，1915年にはNSW州農務省のヤンコー
農業試験場にタカスカ種を販売した。しかし，ヤ
ンコーでのタカスカ種の栽培は軌道に乗らず，ま
た高須賀自身も堤防工事の資金調達が困難とな
り，1927年には他作物栽培に切り替えている。
以上のような高須賀の功績はあるものの，オー
ストラリアで広く栽培に成功した品種は，カリ
フォルニアのカロロ，ワタリブネ，コルーサと
いう三つの短粒種であり，これらをもとにNSW
州の灌漑地区で1924年に同国の商業的稲作が本
格的に開始された（高見，1986；松島，1994）。
NSW州以外でも商業的稲作は行われたが，継続
的であったのはQLD州のバーデキン川流域のみ
である。その後，同国の稲作は，灌漑地域の開発
と入植計画と連動しながらNSW州を中心に拡大
していく。
現在，オーストラリア国内で米を生産してい
るのは，ほぼNSW州のリベリナ（Riverina）地
方一帯である。先に述べたQLD州北部でも生産
は行われているが，統計に表れない程度である9） 
（立岩，2004）。同様にNSW州北部でも灌漑な
しで米栽培が行われているがこちらも収穫量は
極めて少なく，州全体の0.1％前後の生産量であ
る。米生産地であるリベリナ地方は，NSW州南
部のラクラン（Lachlan）川とマレー（Murray）
川に挟まれた平野である。ここにはマランビ
ジー（Murrumbidgee）川北部に広がるマランビ
ジー灌漑地域（Murrumbidgee Irrigation Area：
MIA），川の南部に位置するコリームバレー灌漑
地域（Coleambally Irrigation Area：CIA），そし
てマレー川沿いに広がるマレーバレー灌漑地区
（Murray Valley Irrigation District：MVID） の 三
つの灌漑地域があり，ここで米が生産されている
（図2）。次章では，リベリナ地方で展開する稲作
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の特徴と同地方の中心都市の一つであり，米の主
産地であるリートンでの現地調査で得られた知見
から現在のオーストラリアの米生産の動向を探
る。
Ⅲ　リベリナ地方における米産業の展開
１．リベリナ地方の概要
リベリナ地方はNSW州およびマレー・ダーリ
ング盆地の南部に位置し，ウォガウォガ，グリ
0 1,000km
図2　マランビジー灌漑区の概要
 （NSW Office of Water，ECOSより作成）
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フィス，リートンといった14の自治体で構成さ
れている。2016年国勢調査によると，リベリナ
地方の総人口は169,856であり，2011年以降緩や
かに増加し続けている。労働者数は72,168であ
り，産業別にみると第一次産業従事者数が9,308
と最も多く，全体の12.9％を占めている10）。なか
でも，農業および農業関連産業はリベリナ地方の
経済成長を支える基幹産業として位置付けられて
おり，総面積56,987㎢のうち78.3％（44,627㎢）
が農業的土地利用となっている11）。
リベリナ地方は乾燥帯に属するため年平均降水
量が少なく，農作物の生産には灌漑が不可欠と
なる12）。灌漑農業は特定の範囲内で資源集約的に
展開する傾向にあり，マレー・ダーリング盆地
には灌漑面積の70％以上が集中している（木下，
2003）。マレー・ダーリング盆地は集水域の特徴
から21の流域に分類することができ13），リベリ
ナ地方はマランビジー流域に含まれている（図
2）。マランビジー流域は主にマランビジー川とマ
レー川に灌漑水を依存している。その水源はマラ
ンビジー川上流にあるバリンジャックダム（1927
年完成）とブロワリングダム（1968年完成）で
ある（平澤，2010）。しかしながら，両ダムの貯
水率は1997年以降低水準が続いており，マラン
ビジー川流域の灌漑水の割当は年々切り下げられ
ている14）。その結果，より収益性の高いワイン用
ブドウや果樹，綿花などへと転作する米生産農家
もみられるようになっている。
オーストラリアのにおける灌漑の主流は，灌漑
地域（Irrigation Area/District）と呼ばれる広域
で集団的な灌漑組織ないし個人が，取水ポンプ
などを設置して灌漑を行う個別取水である（木
下，2003）。リベリナ地方には三つの灌漑地域が
存在し，いずれも大規模な灌漑稲作地域となって
いる。一つ目は戦後の食糧増産計画の下，稲作を
行ったマレーバレー灌漑地区（MVID）である。
二つ目は第一次世界大戦の帰還兵の入植計画の一
環で1924年に稲作が展開したマランビジー灌漑
地域（MIA），最後に1960年から入植が開始され
稲作が広がったコリームバレー灌漑地域（CIA）
である（斎藤，1971；松島，1994）15）。
三つの灌漑地域の中で，MIAが中心的な稲作
地域といえる。2016年は例外であるが，統計上
はMIAよりもMVIDでの生産量，農家戸数が圧
倒的に多い（The Rice Marketing Board：RMB統
計16））。立岩（2004）は，MVIDでは小規模農家
が多く，MIAでは一戸あたりの面積が大規模で高
収量の経営が行われていることから，MIAの稲
作優位性を指摘している。MIAはオーストラリ
アの商業的稲作が開始された場所であり，この地
で初めて試験的稲作が成功したヤンコー（Yanco）
農業試験場も立地する歴史的に稲作の先駆的地域
であり，現在，オーストラリアで米の集荷，加
工，販売，輸出を担うRicegrowers Limited（Sun 
rice）の本社が置かれている地域である（図3）。
２．リベリナ地方における米生産・流通の特徴
リベリナ地方はオーストラリア随一の稲作地帯
図3　 リートン観光案内所におけるリベリナ地方
の農産物の展示
リートンの観光案内所ではSun Rise社の商品やリベリ
ナ地方の農作物を展示している．
 （2018年2月磯野撮影）
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であり，長年にわたる河川の氾濫によって形成さ
れた肥沃な沖積平野が広がる。年平均降水量が
300～600mmの降雨が少ない温帯地域で本来であ
れば放牧地利用が卓越すると考えられるが，半乾
燥で日射量が多く日較差も大きいので，水さえ確
保できれば稲作には適地といえる。これを可能に
したのは，近年世界でも農地拡大を牽引している
灌漑農業である。灌漑農業地域では，次のような
特徴ある米生産が展開している（図4）。
１）米生産の経年変化
リベリナ地方における米生産の特徴として，年
によって収穫面積や農家戸数が大きく変動するこ
とがあげられる。現在，灌漑地域を含むNSW州
の米の収穫面積，および農家戸数は減少している
（図5）。2016年のRMBの統計では生産者は412戸
にまで激減した17）。日本の稲作を例にとってみる
と，一般的に生産調整等で作付面積が変動して
も収穫面積や農家戸数がそれに伴って図5のよう
に大きく変わることはない。しかし，オーストラ
リアでは米は数多ある作物の中の選択肢でしか
ない。農家は米を作付けするかどうかを毎年判断
し，作付をする場合も各農家が市況によって作付
品種を判断する。また，オーストラリアでは頻繁
に干ばつが起こっていることもあり，灌漑地域で
は作物を栽培するための水利用が厳しく制限され
る。そのため，全ての農家が米を栽培することが
できるわけでなく，地域の灌漑会社に許可を得た
農家に限る。以上の理由のため，収穫面積や農家
戸数の変動がみられる。ただし，本地域でも日本
の事情と同様に高齢化による農業人口の減少はゆ
るやかだがみられる。
NSW州における2016年の米の収穫面積は
22,466haであるため，農家戸数で除すると1戸あ
たりの収穫面積は54.5ha（2015年は59.8ha）とな
る18）。本地域の平均的な農家の耕地面積は400ha
（2015年）であることから，各農家は耕地面積の
およそ15％程度の土地を使用して稲作を行ってい
ることになる。Ricegrower＇s Association of Australia
（RGA）19）によると，マランビジーバレー20）では，
各農家の耕地面積の3分の1以下で米を生産して
いるという。このことは過去の文献でも指摘され
ており，例えば斎藤（1971）では，当時MIAでは
平均的な農家の灌漑地400エーカー（161ha）のう
図4　リートンにおける稲作景観
 （2018年2月堤撮影）
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図5　 NSW州における収穫面積と米生産農家戸数 
の推移（2012-2016）
 （The Rice Marketing Boardデータより作成）
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ち70エーカー（28ha）のみが作付けを許可されて
おり同一地への連作は禁止されていたこと，1965
年はそれが50エーカー（20ha）であったことを指
摘している。このような作付面積の規定は，水の
公平配分と塩類集積の防止の役割がある。
MIAの米生産中心地であるリートン市で農業
ツアー会社を経営する John Collins氏21）への聞き
取りによると，この地域で稲作を行っているのは
イタリアやインド系移民の3世が多いという。彼
らの農地は自己所有地であり，そこを家族で経
営をしている。リベリナ地方は南半球であるが
ゆえに9～10月に播種をし，2～3月に収穫を行
う。作付品種は中粒種が75％と主流で，次いで
長粒種15％，短粒種10％である。マランビジー
バレーでは米の有機栽培を行う農家も数件存在し
ており，1農家が少量とはいえ長中粒種が混在す
る様々な品種を栽培するという。
２）収量の特徴
リベリナ地方における米生産は，一戸当たりの
経営耕地面積が大きく，カリフォルニア稲作と同
様，徹底した大型機械の導入による省力化がされ
ていることも特徴である。農業経営は家族経営に
依っているが，飛行機による播種や農薬散布が主
流で，大型機械による耕起や収穫をするため労働
集約度が低くても成り立つのである。大型機械は
高額であるため共同購入やリースをする場合が多
い。また，除草や収穫・収穫後の作業を請け負う
農業関連産業も発達している。
また，世界で最も高い収量も大きな特徴として
あげられる（図1）。RMB統計によると，3地域
では毎年MIAでの収量が最も高く11.4t/ha（2016
年），次いでMVIDが10.5 t/ha，CIAが10.0 t/ha
となっており22），日本で最も高かった東北地方
（5.8 t/ha：農林水産省統計2016年）と比較して
もいかに高収量であるかがみてとれる。高収量の
要因としては多収性品種や大型機械の導入などい
くつか考えられるが，過去の文献によると大きく
影響しているのは日射量の多さ，1日の寒暖差が
あること，そして乾燥気候のため病虫害が少ない
という気候条件の良さである（斎藤，1971；高見，
1986）。これに加えて，この地域で普及している
輪作システムがあげられる。
３）輪作体系の特徴
リベリナ地方の米生産者の多くは，多作物栽培
を行う複合経営農家である。稲作は冬穀物との輪
作体系に組み込まれており，日本のような単一稲
作農家はいない（日本貿易振興機構，2009；Sun 
Rice社資料23））。立岩（2004）によると，リベリ
ナ地方での基本体系は7年輪作で，4年牧草，3年
穀物である。最初の4年目までは牧草，5～6年目
が稲作で最後の年は小麦や大麦などの冬穀物を栽
培する。つまり，7年輪作のうち米を栽培するの
は2年のみである。しかも，5年目の稲作では放
牧地として利用した後の利用のため地力が高く無
肥料栽培が可能で，6年目では施肥をする通常の
稲作が行われるという。
一方，現在では輪作体系は上述の例より短く
なっているとの指摘もある24）。実際，Sun Rice社
によると，米生産者は経営耕地全体を3～5年で
輪作しているという。3年の場合，1年目の夏に
稲作，冬に小麦などの冬穀物，2～3年目は牧草・
家畜放牧の利用となる。なお，斎藤（1971）では
5～6年輪作，松島（1994）では1980年代の9年
輪作が言及されているなど文献によって必ずしも
その年数は一致しない。しかし，いずれにしても
この地域では，稲作が開始された当時から稲作－
冬穀物－牧草，場合によって休閑という輪作シス
テムが取り入れられ，それが今なお機能している
のである。輪作システムを導入することで，地力
が回復し，高収量に結び付いている。
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さらに，灌漑水が規定されていることも特徴で
ある。この地域の灌漑農業はスノーウィーマウン
テンズからの雪解け水が注ぐマランビジー川とマ
レー川によって成り立っている。州政府が毎年，
山への降雪量をもとに農業用水の供給可能量と割
当量を決定する。生産者はこれに基づき水を購入
する。このような水利用制限が，先に述べたよう
な米の作付面積の規定や輪作システムの導入の理
由の一つともなっている。Collins氏によるとリー
トンでは現在65種類もの多様な作物が生産され
ているが，米はそれらの中で最も水を最も多量に
使う作物であるという。それゆえに，水の割当量
や価格がビジネスとしての稲作をその年に行うか
どうかの決定要因となる。リベリナ地方では水が
非常に貴重であるため，RGA25）によると世界の米
生産における平均的な水使用量と比較して50％
程度の量で水効率の高い稲作を行っており，水使
用量は年々少なくなっているという。
４）ビジネスとしての米生産
こうしてリベリナ地方の米生産をみてくると，
日本の米生産との違いが顕著である。リベリナ地
方の米生産者に共通するスタンスは「米作りはビ
ジネスであり，文化や伝統ではない」というもの
である。本研究において再三指摘しているように，
厳しい水利用制限や年変動の大きい降水量（とそ
れに連動する灌漑用水）に対応して，どの時期に，
どの作物を選択すれば，最終的な収益が上がるの
かという点を最重視していることである。
米生産者は，米以外にも綿花（図6），飼料用
トウモロコシ，飼料用牧草（hay），オーツ麦，
小麦，大麦などの一年生の作物を栽培する選択肢
がある。また，柑橘類，ワイン用ブドウ，アン
ズ，プルーン，ナッツなどの樹木作物も同時に栽
培し，複合的な経営を行っていることが一般的で
ある。こうした多様な作物に対して，限られた水
資源をどのように配分するか，また，水不足が深
刻な場合に，不足する水にどのように対処するか
は，農家によって対応が異なる。例えば，干魃が
深刻な年に，収穫を控えた作物を十分に成長さ
せるためには200メガリットル（ML）の水が必
要だったと仮定してみる。ある農家に割り当て
られた水の残りが10MLしかなかった場合，その
農家は190MLの水を購入して作物を成熟させる
か，作物の生育を諦めるかのどちらかの選択を
迫られる。リベリナ地方には図7に示すような灌
漑会社（水エージェント）が多数存在しており，
ML単位で水を売買することが可能である。イン
ターネット上で水のオークションが行われてお
り，農家はもちろん，農家でなくても，またオー
図6　リートンにおける綿花栽培
 （2018年2月堤撮影）
図7　リートンにおける灌漑会社の広告看板
 （2018年2月堤撮影）
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ストラリア国外からであっても水の売買は可能で
ある。通常期は1ML当たり200豪ドル（約17,000
円，@85円/豪ドル換算）前後で取引されている
水であるが，水不足が深刻な時には最大で1ML
当たり4,000豪ドル（約34万円，同）程度に跳ね
上がる。190MLの不足分について，通常期なら
ば，収穫物からの収益を見据えればなんとか投資
できる額かもしれないが，水の単価が急騰すると
たちまち数千万円単位での出費を迫られることに
なる。
実は，水不足が深刻な場合には，農家にはもう
一つの選択肢が残されている。それは，自分に割
り当てられた水を他の農家に貸す，あるいは売る
ことである。農家は，水不足が原因で生育を諦め
る損害額と，水を貸す／売ることによって得られ
る収入とを常に勘案しながら農業経営を考えてい
るという。米や麦，牧草などの一年生の作物は，
生育を途中で諦めたとしても被害はその当該年度
のみで収束するが，柑橘やブドウなどの樹木作物
の場合は，完全に木が枯死してしまうと，植え替
えから収穫に至るまでに数年を要してしまう。し
たがって，樹木作物の生育放棄には慎重にならざ
るをえず，単価の高い水を買う選択をする農家が
多いという。このような厳しい水事情の中で，な
るべく少ない水で多くの収益を期待できる作物の
代表がアーモンドやクルミなどのナッツ類であ
る。他の作物が100ML単位での水を必要とする
場合でも，ナッツ類は数十MLの水で十分に生育
させることができる。
リベリナ地方における農家は，灌漑会社から水
の供給を得るために，また，次項で後述するよ
うにRicegrowers Limitedとの関係を保つために，
米栽培に関わっている。しかし，他にどのような
作物を組み合わせるかは農家によってさまざまで
ある。収益性の高い綿花やナッツ類への転作が多
い傾向は認められるものの，海外需要の増大とと
もにワイン用ブドウや果物類も収益性の高い作物
として注目を集めている。上述したような水の売
買をも含めた多様な要因を考慮しながら舵取りさ
れる農業は，まさにビジネスである。
５）流通の特徴
リベリナ地方では米の流通において大きな特徴
がみられる。それは，これら灌漑地域で生産され
た米のほぼ全量がRicegrowers Limitedに出荷さ
れることである。Ricegrowers Limitedは米生産
者によって組織された組合会社で全生産者が株主
である。Ricegrowers LimitedはSun Rice社の名
称で貿易も行っている。Ricegrowers Limitedは，
米の集荷，貯蔵，精米，加工，販売，貿易を一元
管理している。また，先に触れた稲作用の水の割
当量についても，州政府との交渉窓口になってい
るなど（立岩，2004），米生産組織としての影響
力が大きい。オーストラリアの米産業に関わる組
織として，The Rice Marketing Board（RMB）が
あり，ここは州政府管轄の米産業の監督機関であ
る。かつては，RMBが集荷，精米，管理を行っ
ていたが，1985年に生産者組合会社がこれらの
機能を吸収した。
一方，Sun Rice社は，世界でも最大規模の食品
輸出入業者の一つであり，オーストラリアで生
産される米のおよそ80％を2016年実績で48か国
に輸出している26）。特にジャポニカ系の中粒種米
における世界貿易シェアは20％以上を占めてい
る27）。リベリナ地方での米生産量は干ばつによっ
て低下しているものの，国内外で700種類以上に
およぶ商品販売で業績を伸ばしている。近年で
は，米を主食とする移民の増加や日本食ブームに
支えられて米およびスナックや電子レンジ調理品
などの米加工食品の国内需要が伸びていること，
また，健康志向の増大や小麦アレルギー対策とし
て「グルテンフリー」食材が脚光を浴びているこ
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とから，米の消費量は年々高まっている（図1）。
以上のように，オーストラリアでは米生産者から
なる組合会社がオーストラリアの米流通を独占し
米産業を維持しているのである。
Ⅳ　高等学校地理ESDへの活用方法
１．高等学校地理におけるオーストラリアの農
業の取り上げ方と水資源の有効利用
これまでのオーストラリアの稲作の実態を踏ま
え，高等学校地理におけるESD授業への活用方
法を考える。まず，高等学校地理でオーストラリ
ア農業の取り上げられ方を概観する。オーストラ
リアは乾燥大陸であり，内陸の砂漠地帯からほぼ
同心円的に降水量が多くなり，オーストラリアの
農業は降水量と関係することは，高等学校の地理
Aと地理Bの両科目で取り上げられている。具体
的には，降水量が500mmを超えて人口が集中す
る南東部では酪農や果樹・野菜などの近郊農業，
やや内陸に入った500mm前後の南東部や南西部
では集約的牧羊と小麦栽培を組み合わせた混合農
業，さらに内陸となる中央部や西部では降水量が
少なくなり，羊や牛の放牧が行われていることを
捉えるようになっている。また，グレートアーテ
ジアン（大鑽井）盆地では掘り抜き井戸から地下
水を得て放牧がなされ，マレー・ダーリング盆地
ではグレートディヴァイディング山脈の降水を利
用した農業がなされるなど，乾燥大陸で水を得る
工夫についても取り上げられている。
マレー・ダーリング盆地の南部に位置し，ス
ノーウィーマウンテンズの降水を利用した灌漑農
業により稲作を行っている地域がリベリナ地方で
ある。2009年の現行学習指導要領に対応した教
科書では，「乾燥が激しい地域では，貴重な水資
源は，より市場価格が高い野菜や果樹生産へとふ
り向けられる傾向にある」28）や「大河川の流域で
あるマレー・ダーリング盆地では，混合農業のほ
か，ぶどうや柑橘類などの果樹栽培，灌漑による
稲作などがさかんである」29）など，リベリナ地方
の灌漑農業に関連した記述がみられる。
リベリナ地方ではスノーウィーマウンテンズを
起源とするマランビジー川をもとに，用水路（ク
リーク）を張りめぐらせ，その水を利用して稲作
やネーブルなどの果樹や綿花栽培などが行われて
いる。乾燥地帯であるために害虫がつきにくく農
薬が少なくてすむというメリットがある。しか
し，灌漑用水は使用量が規制されており，水の値
段は高価である。リベリナ地方の農家は灌漑用水
の配当と収益性から栽培する作物を選択してい
る。つまり，水資源の有効利用から地域の持続可
能な農業のあり方を考えている。
日本とオーストラリアの水全体の使用量と灌漑
の使用量を比較してみると（FAOSTAT），日本で
は81.45㎦／年（2009）と53.99㎦／年（2009），オー
ストラリアでは16.02㎦／年（2012）と6.60㎦／年
（2010）となっている。日本の方が水全体の使用
量が多く，灌漑用水として使用する割合が高い。
これは，日本は人口が多く，水を組織的に利用す
る灌漑農業として，水を大量に必要とする集約的
稲作農業が伝統的に行われてきたためである。
２．世界の水使用量から地域の持続可能なあり
方を考える地理ESD授業
持続可能な開発の視点から未来の社会を考
え，価値と態度を育成し，学習者の行動の変革
を促す教育が「持続可能な開発のための教育」
（Education for Sustainable Development: ESD）で
ある。高等学校地理では，現行学習指導要領から
ESDの視点が導入された。中央教育審議会答申
（2016）では，次期学習指導要領で必修科目とな
る「地理総合」は，持続可能な社会づくりに必要
な地理的な見方・考え方を育む教科として示され
ている。
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持続可能な社会をめざす地理ESD授業の主要
テーマの一つに自然資源（水・エネルギー・農業・
生物多様性）があり，それらの持続可能な利用や
生態系の保全が価値と原則になる（中山，2012）。
今後，世界の人口が増加し，生活が豊かになると，
農業用水や工業用水や生活用水の使用がさらに増
える。世界の水使用量の大半は農業用水である。
限りある水資源をいかに持続的に農業に利用して
いくかについて，地域性を踏まえて思考・判断・
表現するような地理ESD授業が求められている
といえる。
図8は世界の主要国（水使用量上位10か国と
オーストラリア）の水使用量とその内訳を示して
いる30）。図の背景を読み解くためには高度な地理
的知識が必要となる。図の背景はリベリナ地方の
灌漑農業である稲作の様子であり，水資源の有効
利用から持続可能な農業を意識することを意図し
ている。図から，世界の中で，アジア諸国が大量
に水を使用していること，そのほとんどが農業用
水であることが読み取れる。これはアジアの降水
量と集約的稲作農業と関係している。また，先進
国では工業用水や生活用水の割合が高くなること
がわかる。
「なぜ世界の水使用量は異なるのか」という問
いから，世界の地域ごとの農業のあり方による農
業用水の利用や経済の発展段階の違いなどを考え
る必要がある。オーストラリアは，一人当たりの
水使用量は日本よりも多い。図は，単に水使用量
ばかりでなく，各国の人口を勘案して読み解く必
要がある。また，オーストラリアは水資源を利用
して農業を行い，農産物を他国に輸出している。
このように，グローバルな相互依存関係も視野に
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図8　世界の主要国の水使用量
インドとアメリカ合衆国は2010年，中国・メキシコ・オーストラリアは2012年，パキスタンは2008年，インドネシア
は2000年，イランは2004年，ベトナムは2005年，フィリピンと日本は2009年．
 （FAOSTATより作成）
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入れることが求められる。
「日本は今後どのように水資源を利用していく
べきか」という問いから，工業用水と生活用水の
節約とともに，農業用水を効率よく利用するため
の持続可能な農業のあり方を考える必要がある。
また，農産物の輸入はバーチャルウォーター（仮
想水）を他国から輸入していることも勘案した
い。この問いは，オーストラリアなどの他国でも
考えることができる。
Ⅴ　おわりに
本研究は，オーストラリアにおける米産業の近
年の動向を現地調査や文献資料によって明らかに
することを目的とし，また，高校の教科書や資料
集など取り上げられることがほぼ皆無である同国
米産業の実情を題材としたESDへの活用方法を
検討してきた。
その結果，以下の5点が明らかになった。第1
に，乾燥の厳しいオーストラリアにおいては米生
産は潅漑設備を活用して高い生産性の下で行われ
ていることである。第2に，オーストラリアの米
生産の中心地であるリベリナ地方では，（とくに
干ばつ時に）水が高価であるため，より市場価値
の高い綿花や果物・ナッツ類の生産に転換する農
家が増え，米農家は大きく減少傾向にあることで
ある。第3に，リベリナ地方における米生産は，
一戸当たりの経営耕地面積が大きく，徹底した省
力化や高収量品種の導入などにより，きわめて生
産性が高いことである。第4に，リベリナ地方に
おいては米は数多ある作物の一つにすぎず，使用
できる水の量に大きく規定される中で，ビジネス
として生産されていることである。第5に，リベ
リナ地方にはオーストラリアを代表する食品輸出
入業者のSun Rice社が立地しており，米生産者は
みなSun Rice社の株主であることである。生産者
は，米を数年続けて生産しない場合，株主として
の権利を失ってしまう。リベリナ地方全体におけ
る農業政策や水の配分をめぐる各種情報へのアク
セスといった観点からみて，この地方の農家が米
を生産することには合理性があること，などが明
らかになった。
ESDへの活用方法からは，オーストラリアの
米生産が，限りある灌漑用水をいかに効率的に利
用していくかという持続可能な農業が行われてい
るという実態を踏まえて，水資源の有効利用から
世界の各地域で持続可能な農業のあり方を考える
地理ESD授業を考えることが可能であることが
明らかになった。
注
1） 食糧・農業・農村政策審議会食糧部会資料（2018）：
「参考資料3　米をめぐる関係資料」http://www.
maff.go.jp/j/council/seisaku/syokuryo/180328/
attach/pdf/index-15.pdf（最終閲覧日：2018年4月
8日）による。なお，2016年は7位，2015年は6位
である。
2） 中国は2013年，オーストラリアは2015年に1万 t
未満である。
3） 前掲1）。
4） Sun Rice ‘Sun Rice Annual Report 2016’ https://
www.sunrice.com.au/media/577307/sunrice-annual-
report-2016.pdf（最終閲覧日：2018年4月8日）に
よる。
5） Sun Rice社は，オーストラリアの米輸出を一手に
担う世界でも有数の企業であり，同国の米生産の
歴史とともに成長してきた。https://www.sunrice.
com.au/media/6662/detailed_histor y_of_the_
australian_rice_industry.pdf（最終閲覧日：2018年4
月8日）
6） 前掲5）。
7） Immigration Restriction Actである。移住制限法と
訳されることもある。
8） 高須賀が築いた堤防はタカスカバンクと呼ばれ，
記念碑が残っている。また，ヤンコー農業試験場
にもNSW州で初めてジャポニカ米が試験的に栽培
された場所として高須賀の写真を掲げた記念碑が
ある。
9） ただし，Sun Rice社が2014年に他社から精米所を
獲得するなどバーデキン地域に進出していること
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から，米生産が変化する可能性がある。
10） Regional Development Australia Riverina NSWによ
る。https://rdariverina.org.au/（最終閲覧日：2018
年4月8日）
11） ABARESによる。http://agriculture.gov.au/abares/
research-topics/aboutmyregion/nsw-riverina（最終
閲覧日：2018年4月8日）
12） そもそもオーストラリアでは，年平均降水量の少
なさに加えて，高温による蒸発率の高さ，河川流
出率の低さなどから水資源量が制限されている（木
下，2003）。
13） The Murray-Darling Basin Authorityによる。https://
www.mdba.gov.au/discover-basin/catchments（最終
閲覧日：2018年4月8日）
14） 割当の決定はNSW政府による（平澤，2010）。水
利権は優先順位の異なる区分に分かれており，水
不足が生じた場合は都市用水などが優先となる。
一方，干ばつによる水利用の縮小は主に農業部門
となっており，その中で果樹などの永年作物は優
先順位が高い水利権が，米など1年ごとに栽培する
作物は優先順位の低い水利権が与えられる。
15） MVIDは1930年代，MIAは1910年代，CIAは1960
年代に開発され，いずれも1990年代に法人化して
いる（木下，2003）。
16） The Rice Marketing Board ‘Statistical Summary’ 
http://www.rmbnsw.org.au/statistical-summary（最
終閲覧日：2018年4月8日）
17） 前掲16）。
18） 前掲16）。
19） RGAの”aboutRice FACTSHEET”による。
20） マランビジー川流域のマランビジー灌漑地域とコ
リームバレー灌漑地域を含む地域を指す。
21） Collins氏は，以前はNSW州内の職業訓練学校
（TAFE）で教鞭を執っていた人物であり，現地の
農業事情に詳しい。退職後に地域活性化のため現
在の会社を立ち上げた。
22） 前掲16）。
23） Collins氏への聞き取りによる。
24） Fact Sheet ‘Who can grow rice in Australia?’による。
https://www.sunrice.com.au/media/6669/who_can_
grow_rice_in_australia.pdf（最終閲覧日：2018年4
月8日）
25） 前掲19）。
26） Sun Rice ‘Sun Rice Annual Report 2016’ https://
www.sunrice.com.au/media/577307/sunrice-annual-
report-2016.pdf（最終閲覧日：2018年4月8日）
27） Sun Rice ‘PROSPECTUS 2017’ https://www.
sunrice.com.au/media/604541/sunrice-prospectus_
final.pdf（最終閲覧日：2018年4月8日）
28） 荒井良雄ほか『高等学校新地理A 』帝国書院，
2014，p.142
29） 片平博文ほか『新詳地理B』帝国書院，2014，p.317
30） 地理的見方・考え方を意識できる教材として，『地
理ケイパビリティ・プロジェクト』では図表をヴィ
ネット（vignette）と呼び，問いとセットで開発し
ている。
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